
 様式第１０ 
循環型社会形成推進地域計画改善計画書 

 
地域名 構成市町村等名 計画期間 事業実施期間 
愛媛県 今治市 R02年度 R02年度 

 
１ 目標の達成状況 
（ごみ処理） 
指      標 現 状 

（平成  年度） 
目 標 

（平成  年度） A 
実 績 

（平成  年度） B 
実績B 
/目標A 

排出量 事業系 総排出量 
    １事業所当たりの排出量 
家庭系 総排出量 
    １事業所当たりの排出量 

               t 
          t 
               t 
              kg/人 

               t 
               t 
               t 
            kg/人 

              t 
              t 
              t 
                kg/人 

     % 
     % 
     % 
      % 

合 計 事業系家庭系総排出量合計                t                t               t      % 
再生利用量 直接資源化量 

総資源化量 
               t 
               t 

               t 
               t 

              t 
                t 

     % 
     % 

熱回収量 熱回収量（年間の発電電力量）              MWh              MWh                  MWh  
減量化量 中間処理による減量化量                t                t                    t      % 
最終処分量 埋立最終処分量                t                t                    t      % 
※目標未達成の指標のみを記載。 
 
（生活排水処理） 
指      標 現 状 

（平成30年度） 
目 標 

 （令和2年度） A 
実 績 

 （令和2年度） B 
実績B 
/目標A 

総人口  159,290 150,000 155,422    ― 
公共下水道 汚水衛生処理人口 

汚水衛生処理率又は汚水処理人口普及率 
94,260 

59.2 ％ 
 
 

90,329 
60.2 ％ 

 
 

93,319 
60.0 ％ 

 
 

103.3% 
99.7% 

集落排水施設等 汚水衛生処理人口 
汚水衛生処理率又は汚水処理人口普及率 

12,787 
8.0 ％ 

13,219 
8.8 ％ 

12,266 
7.9 ％ 

92.8% 
89.8% 

合併処理浄化槽等 汚水衛生処理人口 
汚水衛生処理率又は汚水処理人口普及率 

20,708 
13.0 ％ 

20,977 
14.0 ％ 

21,057 
13.5 ％ 

100.4% 
96.4% 

未処理人口 汚水衛生未処理人口 31,535 25,475 28,611 112.3% 

※目標未達成の指標のみを記載。 

目標達成 ：赤字 
目標未達成：青字 



 
２ 目標が達成できなかった要因 
合併処理浄化槽設置整備事業により、汚水衛生処理人口は増加し概ね目標値が達成できたが、普及率が目標値に届かなかった。 
主たる原因としては、総人口及び集落排水施設等の処理人口の目標値が予測より多く、合併処理浄化槽の汚水処理人口普及率の値に影響が
出たことが要因であると推測する。 
人口減少が進む中、すべての数値で減少が進んでいる中、合併処理浄化槽等の処理人口については増加に転じている他、汚水衛生処理人口
が減少しており、汚水衛生未処理区域の解消に貢献できているものと思われる。 
また、合併処理浄化槽設置整備事業については、宅内配管補助が追加されたことにより、想定より多くの申請があり、事業効果は達成でき
ていると思われる。 
 

 
３ 目標達成に向けた方策 
目標達成年度  令和７年度まで 
令和3年度より新たに作成した地域計画を基に5か年計画で事業計画を策定。 
未処理区域の合併処理浄化槽の転換を進めるために、市民の目につきやすい広報誌やホームページなどを活用する他、浄化槽設置業者等に制度周
知を図り、申請者に積極的な補助制度の活用を依頼している。 
また、今治市では維持管理補助金を創設し、下水道供用開始区域外の方に合併処理浄化槽の管理経費として補助を実施しており、合併処理浄化槽
への転換のきっかけのひとつとして補助制度を運用している。 
 

 



（都道府県知事の所見） 
 目標を達成できなかった各項目については、改善計画書で定める方策を確実に実施し、次期計画において目標を達成されたい。県においても必要
に応じて助言を行い、支援していく。 

 
 


